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(1)事前評価個表（案）



事前評価個表

整理

番号
１

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 天塩川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、寒冷な気候下にある本流域内の民間による造林が困難な奥地水源

地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契
かん

約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目的としてい

る。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 １５ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費： ４０,１４９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ７０，５０２ 千円

総費用（Ｃ） ３０，５５１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.３１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
２

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 石狩川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、寒冷な気候下にある本流域内の民間による造林が困難な奥地水源

地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契
かん

約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目的としてい

る。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ２００ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費： ５３５，３２４ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ９０８，１２０ 千円

総費用（Ｃ） ４０７，３３４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.２３

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
３

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 十勝・釧路川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、寒冷な気候下にある本流域内の民間による造林が困難な奥地水源

地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契
かん

約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目的としてい

る。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ７５ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費： ２００，７４７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３７６，４３１ 千円

総費用（Ｃ） １５２，７５１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４６

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
４

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 渡島・尻別川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、寒冷な気候下にある本流域内の民間による造林が困難な奥地水源

地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契
かん

約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目的としてい

る。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 １７５ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費： ４６８，４１３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ７８９，３４１ 千円

総費用（Ｃ） ３５６，４２４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.２１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
５

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 馬淵川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、積雪は比較的少ないものの気候が冷涼な本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び寒害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ５件、事業対象区域面積 １１２ha

・事業対象都道府県：青森県、岩手県

・総事業費： ３９９，７０９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ５００，６３７ 千円

総費用（Ｃ） ３１５，２６５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 寒害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
６

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 閉伊川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、積雪は比較的少ないものの気候が冷涼な本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び寒害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ４３ha

・事業対象都道府県：岩手県

・総事業費： １６８，５７０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １７７，２０２ 千円

総費用（Ｃ） １３２，９５４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．３３

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 寒害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
７

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 北上川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、積雪は比較的少ないものの気候が冷涼な本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び寒害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １５件、事業対象区域面積 １２６ha

・事業対象都道府県：岩手県、宮城県

・総事業費： ４９３，９４５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ６０３，５０９ 千円

総費用（Ｃ） ３８９，５９７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５５

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 寒害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
８

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 米代・雄物川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間に

よる造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森
かん

林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成

を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ４５ha

・事業対象都道府県：秋田県

・総事業費： １５７，５６４ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２５８，１８６ 千円

総費用（Ｃ） １２４，２７５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０８

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
９

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 最上川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間に

よる造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森
かん

林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成

を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ４７ha

・事業対象都道府県：山形県

・総事業費： １６４，５６９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２１９，４８０ 千円

総費用（Ｃ） １２９，７９９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．６９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
10

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 阿武隈川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、積雪は比較的少ないものの気候が冷涼な本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び寒害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ５１ha

・事業対象都道府県：宮城県、福島県

・総事業費： １９９，９４０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２３７，０７０ 千円

総費用（Ｃ） １５７，６９２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５０

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 寒害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
11

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 阿賀野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間に

よる造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森
かん

林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成

を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ５４ha

・事業対象都道府県：福島県

・総事業費： ２１１，６９０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２４３，１１２ 千円

総費用（Ｃ） １６６，９６７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．４６

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。

11



事前評価個表

整理

番号
12

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 利根川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、気候が温暖で下流に人口の集中した都市が形成されている本流域

内の民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立
かん

行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に

森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ８５ha

・事業対象都道府県：群馬県

・総事業費： ３５２，６２５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４１０，００８ 千円

総費用（Ｃ） ２７８，１２３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．４７

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。

12



事前評価個表

整理

番号
13

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 天竜川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、気候が温暖で下流に人口の集中した都市が形成されている本流域

内の民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立
かん

行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に

森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ２４ha

・事業対象都道府県：静岡県、長野県

・総事業費： １００，６２９千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １４９，６４８ 千円

総費用（Ｃ） ７９，３６７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
14

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 神通・庄川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間に

よる造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森
かん

林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成

を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １０件、事業対象区域面積 １６６ha

・事業対象都道府県：富山県、岐阜県

・総事業費： ６８５，４５５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８９４，３３１ 千円

総費用（Ｃ） ５４０，６３７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．６５

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
15

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 九頭竜川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間に

よる造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森
かん

林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成

を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ７０ha

・事業対象都道府県：石川県、福井県

・総事業費： ２６２，９２２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４２１，２６９ 千円

総費用（Ｃ） ２０７，３７２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０３

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。

15



事前評価個表

整理

番号
16

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 木曽川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、気候が温暖で下流に人口の集中した都市が形成されている本流域

内の民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立
かん

行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に

森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 １８件、事業対象区域面積 ２９１ha

・事業対象都道府県：岐阜県

・総事業費： １，２０７，２００ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １，８６４，４７６ 千円

総費用（Ｃ） ９５２，１５５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．９６

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。

16



事前評価個表

整理

番号
17

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 由良川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ５件、事業対象区域面積 ７０ha

・事業対象都道府県：京都府

・総事業費： ２７３，５１１ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３４７，２８４ 千円

総費用（Ｃ） ２１５，７３２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．６１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
18

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ７０ha

・事業対象都道府県：京都府

・総事業費： ２７４，４１２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３８９，２７２ 千円

総費用（Ｃ） ２１６，４３７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８０

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。

18



事前評価個表

整理

番号
19

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 宮川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に地形が急峻で温暖多雨な本流域内の民間による造林が困難

な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が
かん

分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目

的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ２３ha

・事業対象都道府県：三重県

・総事業費： ８８，４１６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １３４，５９３ 千円

総費用（Ｃ） ６９，７４０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．９３

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
20

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 熊野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に地形が急峻で温暖多雨な本流域内の民間による造林が困難

な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が
かん

分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目

的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 １８件、事業対象区域面積 １５７ha

・事業対象都道府県：三重県、奈良県、和歌山県

・総事業費： ６２５，５５５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １，２０４，７９７ 千円

総費用（Ｃ） ４９３，３９８ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２．４４

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
21

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 紀ノ川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に地形が急峻で温暖多雨な本流域内の民間による造林が困難

な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が
かん

分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目

的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ３８ha

・事業対象都道府県：奈良県、和歌山県

・総事業費： １５２，７０３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２０７，５７５ 千円

総費用（Ｃ） １２０，４３８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．７２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
22

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 加古川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ２８ha

・事業対象都道府県：兵庫県

・総事業費： １１０，８２９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １７２，８３９ 千円

総費用（Ｃ） ８７，４１３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．９８

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
23

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 高梁・吉井川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １８件、事業対象区域面積 ２５８ha

・事業対象都道府県：岡山県、広島県

・総事業費： ９３４，４７６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １，２６６，０７９ 千円

総費用（Ｃ） ７３７，０４２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．７２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
24

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 円山・千代川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １０件、事業対象区域面積 １１９ha

・事業対象都道府県：兵庫県、鳥取県

・総事業費： ３８１，５１２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ６２８，２５２ 千円

総費用（Ｃ） ３００，９０１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
25

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 江の川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３６件、事業対象区域面積 ４７０ha

・事業対象都道府県：島根県、広島県

・総事業費： １，６３９，２０１ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２，６１７，９１０ 千円

総費用（Ｃ） １，２９２，８７１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
26

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 芦田・佐波川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２９件、事業対象区域面積 ３７７ha

・事業対象都道府県：広島県、山口県

・総事業費： １，３９０，１９２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １，９４５，３３５ 千円

総費用（Ｃ） １，０９６，４６９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．７７

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
27

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 高津川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １３件、事業対象区域面積 ２４０ha

・事業対象都道府県：島根県、山口県

・総事業費： ８０９，９１８ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １，５２５，１６０ 千円

総費用（Ｃ） ６３８，７９８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
28

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 重信・肱川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による造

林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合
かん

研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行う

ことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など造林者に

対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ７７ha

・事業対象都道府県：香川県、愛媛県

・総事業費： ２８５，９４５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３４３，００９ 千円

総費用（Ｃ） ２２５，５３１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: 干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮
かん

のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。
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事前評価個表

整理

番号
29

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 吉野・仁淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に地形が急峻で温暖多雨な本流域内の民間による造林が困難

な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が
かん

分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目

的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ６件、事業対象区域面積 ５４ha

・事業対象都道府県：徳島県、愛媛県、高知県

・総事業費： １９２，５４６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３３４，９８０ 千円

総費用（Ｃ） １５１，８７０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
30

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 四万十川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く台風の常襲地帯である本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 １６件、事業対象区域面積 １３０ha

・事業対象都道府県：愛媛県、高知県

・総事業費： ４５９，２２３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８６０，４８２ 千円

総費用（Ｃ） ３６２，１９６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３８

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
31

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 遠賀・大野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く台風の常襲地帯である本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ２０件、事業対象区域面積 １８８ha

・事業対象都道府県：大分県

・総事業費： ６２２，４７３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １，１７９，１０５ 千円

総費用（Ｃ） ４９０，９５６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４０

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
32

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 筑後川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く台風の常襲地帯である本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ８件、事業対象区域面積 ７０ha

・事業対象都道府県：福岡県、大分県

・総事業費： ２３９，７６９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４６３，９２７ 千円

総費用（Ｃ） １８９，１０８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４５

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
33

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 本明川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く台風の常襲地帯である本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 １２ha

・事業対象都道府県：長崎県

・総事業費： ３８，２９７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ７８，３５１ 千円

総費用（Ｃ） ３０，２０５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
34

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 菊池・球磨川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く台風の常襲地帯である本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 １１件、事業対象区域面積 １８０ha

・事業対象都道府県：熊本県

・総事業費： ６１６，５６２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １，０７６，０７０ 千円

総費用（Ｃ） ４８６，３０５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
35

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 大淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く台風の常襲地帯である本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ４９件、事業対象区域面積 ８２５ha

・事業対象都道府県：宮崎県

・総事業費： ２，６６８，９３２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ５，２８５，８０９ 千円

総費用（Ｃ） ２，１０５，０５６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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事前評価個表

整理

番号
36

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ27～（おおむね80年間）

事業実施地区名 川内・肝属川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く台風の常襲地帯である本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者及び造林者と

分収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策な

ど造林者に対し事業実行に関する技術指導を行い、水源林を造成するものであ

る。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ２７ha

・事業対象都道府県：鹿児島県

・総事業費： ９５，５６７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １７８，６６４ 千円

総費用（Ｃ） ７５，３７７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３７

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性: 奥地水源地域においては、水源涵養機能等の発揮の観点から、森林
か ん

所有者の主体性に任せていては、森林の造成、整備が進まないおそれ

がある。このような状況の中、当該地は、水源涵養保安林等のうち無
かん

立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とするなど事業採択の必須要件

をすべて満たしており、水源涵養など水土保全機能の発揮のため早急
かん

に森林を造成する必要があることから、事業の必要性が認められる。

・効率性: 投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認め

られる。

・有効性: シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の
かん

着実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が

認められる。
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